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競争的研究費等に係る経理事務の処理要領 
 

（趣旨） 
第１ 防衛研究所における競争的研究費等の適正な管理及び効率的な執行を図

るため、経理事務の処理に必要な事項を定める。 
 
（研究者と業者の癒着防止） 
第２ 研究者と業者の癒着防止を図るため、発注及び納品検収等の確認は、研

究者を除く別に指定された者が行うこととする。 
 
（経理機関） 
第３ 防衛研究所における競争的研究費等の経理機関を次のように定める。 
 

機関名 指定官職 事務の範囲 
競争的研究費等 
契約担当官 

企画部総務課会計室長 競争的研究費等で調達する物

品及び役務等に係る契約事務 
競争的研究費等

支払担当官 
企画部総務課長 競争的研究費等に係る支払事

務 
 
（経理機関の補助者及びその事務の範囲） 
第４ 経理機関に補助者を置き、その事務の範囲を次のように定める。 
 

指定官職 事務の範囲 
総務課会計室室長補佐 ・調達等業務に係る総括調整に関する事務 
総務課会計室会計第１係長 ・差引簿作成に関する事務 
総務課会計室会計第２係長 ・調達要求書の審査に関する事務 

・予定価格調書の作成に関する事務 
・物品の寄附行為に関する事務 
・物品管理に関する事務 
・支払に関する事務（会計第３係長に係るも

のを除く。) 
総務課会計室会計第３係長 ・契約相手方及び契約方法の決定に関する事

務  
・入札の実施に関する事務 
・見積書の徴取に関する事務 
・発注に関する事務 
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・その他の契約に関する事務 
・旅費の計算確認及び支払に関する事務 
・謝金等の計算確認及び支払に関する事務 
・非常勤雇用者の給与の支払に関する事務 

総務課会計監査官 ・検査・監督官の任命に関する事務 
競争的研究費等契約担当官

から個別に任命された者 
・競争的研究費等で調達した物品又は役務に

関する検査検収等事務 
 
（執行手続の流れ） 
第５ 競争的研究費等の経理事務手続の流れは、別紙第１から別紙第５までの

とおりとし、関係者は第６以降により事務処理手続きを行い、競争的研究費

等の適切な運用、管理に努めなければならない。 
 
（物品の購入） 
第６ 物品購入を希望する研究者は、物品購入等要望書（別添１）に品名、規

格及び数量等必要事項を記入し、企画部企画調整課（以下「企画調整課」と

いう。）に提出するものとする。企画調整課は、速やかに内容等の審査等を

行い、適切であると認める場合は、調達要求書（別添２）を企画部総務課会

計室（以下「会計室」という。）に提出する。 
  ただし、購入する物品が図書の場合は、調達要求書は特別研究官（国際交

流・図書担当）を経由し、会計室に提出するものとする。 
２ 調達要求書には、次に示す資料を必要に応じて添付するものとする。 
（１）カタログ 
（２）業者見積書（原則として２者以上） 
（３）指定理由書（同等品不可の場合） 
（４）随意契約要望書（業務遂行の必要性から真に止むを得ず特定の業者を選

定する場合）（別添３） 
（５）理由書（調査したものの複数の業者を選定できなかった場合）（別添４） 
 
（派遣労働者に関する役務） 
第７ 研究の遂行に必要な資料整理等の補助を行う者の役務契約による雇用

（以下、「派遣労働者」という。）を希望する研究者は、物品購入等要望書に

件名及び規格等必要事項を記入の上、企画調整課に提出するものとする。企

画調整課は、速やかに内容等の審査等を行い、適切であると認める場合は、

調達要求書を会計室に送付する。 
２ 調達要求書を作成する際は、次に示す資料を必要に応じて添付するものと



する。 
（１）役務内容・資格要件・雇用期間・勤務時間等を明記した仕様書 
（２）業者見積書（原則として２者以上） 
（３）指定理由書（同等品不可の場合） 
（４）随意契約要望書（業務遂行の必要性から真に止むを得ず特定の業者を選

定する場合） 
（５）理由書（調査したものの複数の業者を選定できなかった場合） 
（６）派遣先責任者等推薦通報（別添５） 
 
（その他の役務） 
第８ 翻訳等の役務を希望する研究者は、物品購入等要望書に件名及び規格等

必要事項を記入の上、企画調整課に提出するものとする。企画調整課は、速

やかに内容等の審査等を行い、適切であると認める場合は、調達要求書を会

計室に送付する。 
２ 調達要求書を作成する際は、次に示す資料を必要に応じ添付するものとす

る。 
（１）役務内容等を明記した仕様書 
（２）業者見積書（原則として２者以上） 
（３）随意契約要望書（業務遂行の必要性から真に止むを得ず特定の業者を選

定する場合） 
（４）理由書（調査したものの複数の業者を選定できなかった場合） 
 
（調達要求書等） 
第９ 調達要求書を作成する場合は、単一の研究課題に係る要求のみとする。 
２ 調達要求番号には、要求年度、研究課題番号、研究者一連番号及び調達要

求書一連番号を記入する。（例：令和２年度、研究課題番号〇〇、研究者一

連番号△△、調達要求一連番号××で物品を要求する場合の番号は、「競Ｒ

０２－〇〇－△△－××」と記載する。） 
３ 科目欄については、「競争的研究費等の支払科目表」（別添６）を参考に

し、（項）には「研究課題名」を、（目）の欄には「物品費、旅費、人件費・

謝金、その他」のいずれかを記入する。 
 
（謝金） 
第１０ 部外講師による講演、翻訳等に対する謝礼として、謝金を支給するこ

とが出来る。 
２ 謝金の支出を希望する研究者は、次に示す資料を企画調整課に提出するも



のとする。 
（１）講演等実施申請書（別添７） 
（２）会議開催通知又は講演内容等がわかる資料 
３ 企画調整課は、速やかに審査等を行い適切であると認める場合は、講演等

実施申請書の写を会計室に提出する。 
４ 講演等の終了を確認後、企画調整課は、次に示す資料を速やかに会計室に

提出する。 
（１）支払調書（別添８） 
（２）銀行等振込口座申出書（別添９） 
 
（内国旅行） 
第１１ 研究者及び研究協力者（以下、「研究者等」という。）が、資料収集、

各種調査、研究の打合せ及び研究成果発表等を行うため、出発地から目的地

までのすべてが本邦内である旅行を内国旅行として取り扱う。 
２ 内国旅行計画している研究者は、次に掲げる資料を企画調整課に提出する

ものとする。 
（１）出張計画書 （別添１０） 
（２）研究協力依頼・承諾書 
（３）出張計画書・旅費算出用資料（研究協力者用） 
（４）学会、各種会議開催案内又は招へい文書等 
（５）旅行業者発行の見積書（パック商品の場合は複数以上による。） 
（６）銀行等振込口座申出書 
３ 企画調整課は、前項に基づき提出された資料について、速やかに内容の審

査等を行い、その結果を研究者に回答する。 
４ 研究者は、内国旅行が終了したならば、次に掲げる資料を速やかに企画調

整課に提出する。 
（１）出張報告書（別添１１） 
（２）旅行業者発行の領収書（パック商品の場合） 
（３）領収書及び航空機搭乗半券 
５ 企画調整課は、前項に基づき提出された資料について、速やかに審査等を

行い、適切であると認める場合は、旅費の支出に係る必要資料を会計室に提

出する。 
 
（外国旅行） 
第１２ 研究者及び研究協力者が、資料収集、各種調査、研究の打合せ及び研

究成果発表等を行うため、本邦と外国の間及び外国内で完結する旅行を外国



旅行として取り扱う。 
２ 外国出張を計画している研究者は、次に示す資料を企画調整課に提出する

ものとする。 
（１）出張計画書（別添１２） 
（２）研究協力依頼・承諾書 
（３）出張計画書・旅費算出用資料（研究協力者用） 
（４）学会、各種会議開催案内又は招へい文書等 
（５）旅行業者発行の見積書（パック商品の場合は複数以上による。） 
（６）銀行口座等振込依頼書 
３ 企画調整課は、前項に基づき提出された資料について、速やかに内容の審

査等を行い、その結果を研究者に回答する。 
４ 研究者は、外国旅行が終了したならば、次に掲げる資料を速やかに企画調

整課に提出する。 
（１）出張報告書（別添１３） 
（２）旅行業者発行の領収書（パック商品の場合） 
（３）領収書及び航空機搭乗半券 
５ 企画調整課は、前項に基づき提出された資料について、速やかに審査等を

行い、適切であると認める場合は、旅費の支出に係る必要資料を会計室に提

出する。 
 
（非常勤事務補助者の雇用） 
第１３ 事務補助に従事する非常勤雇用者（以下、「非常勤事務補助者」とい

う。）の雇用を希望する研究者は、企画調整課を通じて総務課に申請するも

のとする。 
 
（経理機関の手続き等） 
第１４ 会計室において行う発注及び支払業務は、契約行為書・支払決議書

（別添１４）を用いて手続きの管理を行うこととする。 
２ 謝金の単価については、毎年定める諸謝金支払基準単価に基づいて支出す

るものとする。 
３ 旅費の支給については、原則として精算払い（後払い）とする。また、航

空機を利用する場合には、私的マイレージの加算及び座席のアップグレード

は認めない。 
５ 派遣労働者及び非常勤事務補助者の勤務時間管理は、「出勤簿」を備付け

企画調整課において管理する。 
６ 派遣労働者は、勤務終了後、次に掲げる資料を速やかに企画調整課に提出



する。 
（１）従事者出勤簿（別添１５） 
（２）業務日誌（別添１６） 
（３）タイムシート（写）（派遣者が派遣元企業に提出した勤務実績表等） 
７ 企画調整課は、前項により資料が提出されたときは、速やかに内容の確認

を行う。また、勤務確認を行った月の翌月初めに、従事者出勤簿及びタイム

シート（写）を会計室に提出する。 
 
（物品の寄附） 
第１５ 競争的研究費等で購入した物品を国の物品として管理するため、物品

を受領した研究者は、寄附申込書（別添１７）を企画調整課に提出する。企

画調整課は、速やかにその内容を確認し、適切であると認める場合は、寄附

申込書を会計室に提出する。会計室は、寄附申込書を受領した場合には、寄

附受けに必要な手続きを行う。 
２ 購入した物品が図書の場合は、前項の会計室を特別研究官（国際交流・図

書担当）に読み替えるものとする。 
 
（帳簿及び執行状況の検証） 
第１６ 競争的研究費等の執行状況は、企画調整課において収支簿を備え、常

に把握できる体制を確保する。また、会計室においては差引簿を備え、適宜

適切な時期に企画調整課と会計室との間で収支簿と差引簿の突合を行い、執

行管理に万全を期すものとする。 
２ 企画調整課は研究者に対し、入金の伝達又は予算の執行状況を費目別（物

品費、旅費、人件費及びその他）に毎月経過後、速やかに通報を行うことと

する。 
３ 研究者は計画的な執行を心掛けるものとし、１２月までに５０％以上の残

額が生じている場合には、企画調整課と調整を行わなければならない。 
 
（不正行為を行った業者への取引停止処分）        
第１７ 法令違反等の不法行為又は契約上の義務違反その他の不正行為が明ら

かとなった業者については、「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の

要領について」（防経装第１０６２２号。２５．８．１）及び国の会計法令

に準じて処分を行う。 
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・支払
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出
張
計
画
書
等

⑤補助金送金

・旅行伺の確認

・旅費請求書の審査

・契約行為決議書の発議

・支払決議書の発議

⑯振込

⑪
出
張
報
告
書
等

競争的研究費等の経理事務手続の流れ
（旅費）

⑧
入
金
連
絡

⑦入金連絡

・競争的研究費等の経費差引

⑭支払決議書送付

⑥
入
金
連
絡

⑮
支
払
手
続

旅行命令権者

⑨
旅
行
命
令
簿
等

⑬旅費請求書等写送付⑫旅費請求書等提出

別紙第３



・支払

文部科学省
日本学術振興会

防衛研究所

企画調整課

研究代表者

取引銀行

総務課会計室

講
演
等
実
施
者

会計１係
会計３係

会計２係

①
交
付
申
請

②
交
付
申
請

③
交
付
決
定
通
知

④
交
付
決
定
通
知

⑨
講
演
要
求

⑤補助金送金

⑭支払決議書送付

・支払決議書の発議

⑫講演

⑫謝金支出依頼書・講
演等実施証明書提出

競争的研究費等の経理事務手続の流れ
（謝金）

⑧
入
金
連
絡

⑦入金連絡

・競争的研究費等の経費差引

⑪講演等実施申請書（写）送付

⑥
入
金
連
絡

⑮
支
払
手
続

⑯
振
込

⑪講演依頼

⑬謝金支出依頼書・講演等実施証明書送付

⑩
講
演
等
実
施
申
請
書
（写
）

別紙第４



・要求書の審査

・予定価格の作成

・検査書及び納品書の確認

・物品の寄附手続

・支払決議書の発議

文部科学省
日本学術振興会

防衛研究所

企画調整課

研究代表者

取引銀行

総務課会計室

契
約
業
者

会計１係
会計３係

会計２係

①
交
付
申
請

②
交
付
申
請

③
交
付
決
定
通
知

④
交
付
決
定
通
知

⑨
調
達
要
求

⑤補助金送金

⑩要求書等提出

⑫要求書送付

・契約相手方の選定

・発注

・検査官の発令

・契約行為決議書の発議

⑬発注

⑯請求書提出

⑭人材派遣

⑮役務完了届提出

競争的研究費等の経理事務手続の流れ
（人材派遣）

⑧
入
金
連
絡

⑦入金連絡

・競争的研究費等の経費差引

⑪要求書送付

⑥
入
金
連
絡

⑰
支
払
手
続

⑱
振
込

別紙第５



（別添１）

※１　年　　月　　日

物品購入等要望書

競争的研究費等名：

申請者：　（所属）　　　　　　　　　　

（名前）※２　　　　　　　　

No. 品名（件名） 会社名 規格 数量 単位 単価 金額 備考

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

小計

消費税

合計

　※１　年月日の前に元号を記載する。

　※２　紙による提出の場合は、自署とする。



（別添２）

官職　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　※１　要求元の組織に応じて適宜修正可とする。

　　　　※２　図書の購入の場合は、物品管理官を分任物品管理官とし、総務課長以下を適宜修正すること。

　　　　※３　年月日の前に元号を記載する。

　　　　※４　会計室において使用する。

第　　　　号

要求年月日

※３　年　月　日

要求番号

希望納期

検査官

※３　　年　　月　　日　　

品名

納入場所

※４

事由

物品番号 規格 予算額 ※４単価 ※４金額数量・単位

予
算
科
目

目の細分

項

目

　要求のとおり措置してよい。

調　達　伺

調　達　要　求　書

　下記のとおり調達を要求する。

決裁年月日

受理番号

受理年月日

室長補佐 １係長 ２係長 ３係長 担当者
競争的研究費等

契約担当官

係長・係総務課長 会計室長 室長補佐物品管理官

※３　　年　　月　　日　　

第　　　　　号　　

※３　　年　　月　　日　　

物品管理官
要求番号

第　　　号

要求原課 物品供用官 係長
要求

担当者

℡　　

※１

※２



（別添３）

随意契約要望書

所　属

官　職
氏　名 ※１

１　要求事項

（１）要求番号：

（２）要求年月日：

（３）件名：

２　随意契約とする事項（会社名又は製品名）

　　会社名（製品名）：

３　随意契約を要望する理由

　※１　紙による提出の場合は、自署とする。



（別添４）

理　由　書

所　属

官　職
氏　名 ※１

１　件名

２　複数者選定できなかった理由又は調査結果

　※１　紙による提出の場合は、自署とする。



（別添５）

※１　年　　月　　日

派遣先責任者等推薦通報

所　属

官　職
氏　名 ※２

１　調達要求番号：

２　件名：

３　推薦者

捕職名 氏名 内線番号

　※１　年月日の前に元号を記載する。
　　※２　紙による提出の場合は、自署とする。

区分 〇名



（別添６）

項 目 目の細分

研究課題名

物品費 ○ 物品を購入するための経費

備品 研究課題に直接必要な備品類（図書を含む。）

消耗品 研究課題に直接必要な消耗品類（図書を含む。）

旅費 ○

内国旅行 交通費、宿泊料、日当

外国旅行 交通費、宿泊料、日当

人件費・謝金 謝金 ○

労働者派遣

その他 ○

○
例： ・

・
・
・
・
・

・
・
・ 機器修理費用
・ 旅費以外の交通費
・

研究成果出版への助成等

研究課題に必要な役務等の経費（物品費、旅費、人件費・謝金を
除く）

研究実験場借り上げ費（研究機関の施設において補助
事業の遂行が困難な場合に限る。）

競争的研究費等の支払科目表

研究代表者、研究分担者、その他研究への協力をする者の研究
課題のための内国又は外国出張旅費（招聘旅費を含む。）

研究への協力（資料整理、翻訳、校閲、専門的知識の提供、研究
資料の収集等）をする者に係る謝金等

レンタル費用（コンピュータ、自動車、実験機器、器具類

説　　　　　　　明

非常勤雇用者
給与

研究成果発表費用（学会誌投稿料、ホームページ作成
費用、研究成果広報用パンフレット作成費用）

印刷費
複写費
現像・焼付費
通信費（切手、電話等）
運搬費

会議費（会場借料、食事（アルコール類を除く。）費用等）



（別添７）
部長 課長 補佐 係長 担当

※２　年　　月　　日

所　属

官　職
氏　名 ※３

講演等実施申請書

（℡ ）

（企画調整課記載欄）

　※１　起案する組織、決裁の方法に応じて適宜修正可とする。

　※２　年月日の前に元号を記載する。

　※３　紙による提出の場合は、自署とする。

金額項・目・目細 時間 単価

目的・内容

住所等

経歴

実施年月日

実施場所

氏名

現職

※１



（別添８）

支払科目：

単　　価 金　　　額 差引支払額

（円） （円） (%) (円) (円)

0 0

振　込　先

※１　支払理由を明示すること。
※２　紙による提出の場合は、自署とする。

証明者氏名：

口 座 名 義 住 所

支 店 名

口 座 番 号

口 座 名 義

口 座 種 別

※２

金 融 機 関 名

住 所

生 年 月 日

学 歴

職 業

上記のとおり完了したことを証明する。

証明年月日：

証明者職名：

         ※１                                           に対する　謝金　として

氏 名

支　　　　払　　　　調　　　　書

区　分
実施年月日

又は
納入年月日

時間
又は
枚数

クラス
所得税源泉徴収額

計 0



銀 行 等 振 込 口 座　　　　　　  　  　書

（※１　　年　　月　　日　申出）

　競争的研究費等支払担当官

　総務課長 殿

所　属
フ リ ガ ナ

階級等 氏 名

　　下 記 の 通 り 　　　　　　　 ま す 。

記

金融機関
銀　　行 本・支店 

店 舗 名
信用金庫 出 張 所 

振込先 １ ０

預金種目 １　普 通 預 金 ２　当 座 預 金

口座番号

　備　考

注： １ 該当する事項を○で囲むこと。

２ フリガナは通帳(またはカード)に記載されているフリガナの名義を記入すること。

３ 通帳のコピーを添付すること。

４ 変更の場合、備考欄に変更事項を記入すること。

　　 ※１　年月日の前に元号を記載する。

　　 ※２　紙による提出の場合は、自署とする。

店番号
又は

記号番号

店番号（銀行・信用金庫） 記号番号（ゆうちょ銀行）

（別添９）

※２

申 出

変 更 申 出

申 し 出

変 更 を 申 し 出



1 　出張者職名、階級及び氏名

2 　出張期間

　別紙のとおり。

3 　出張日程

4 　パック商品、割引航空券又は回数券等の利用の有無及び無の理由

（１）　パック商品 有　　・ 無 （ ）

（２）　割引航空券 有　　・ 無 （ ）

（３）　回数券等割引運賃 有　　・ 無 （ ）

　※１　起案する組織、決裁の方法に応じて適宜修正可とする。

（別添１０）

出　張　計　画　書

旅行命令権者 旅費担当室 長
研究計画

班長
研究計画

係長

精　算支払科目 概算・精算

旅程は別紙「日程表」のとおり。

（県・市町村名）

用　　務月　日（曜日） 用務地 用務先

※１



別　紙

月日 出発地 移動手段 経路 到着地 宿泊地 備考

日　程　表

（別添１０－２）



1 　出張者職名、階級及び氏名

2 　出張期間

※２　　年　　月　　日　（　）から

　　日間

※２　　年　　月　　日　（　）まで

3 　用務実施状況

4 　旅費の精算金額の有無　 有 　 ・ 無

5 　出張計画書との差異及びその理由

（注）　なるべく具体的に記入すること。

　※１　起案する組織、決裁の方法に応じて適宜修正可とする。
　※２　年月日の前に元号を記載する。

出張成果及び所見は別紙のとおり

出張計画書との差異 理　　　　由

月　日（曜日） 用務地 用務先 用　　務

（県・市町村名）

（別添１１）

出　張　報　告　書

旅行命令権者 室長
研究計画

班長
研究計画

係長
旅費担当

※１



（別添１１－２）

出張成果及び所見

（自由書式）



1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

　※１　起案する組織、決裁の方法に応じて適宜修正可とする。

保全責任者

出張先

出張者　

期待される成果

日　程　

出張期間

目　的　　　

添付書類：１　別紙「日程表」
　　　　　２　招へい状

別紙のとおり。

経　費

（別添１２）

研究幹事 企画調整課長 室長

外　国　出　張　計　画　書

所長 総務課長 部長企画部長副所長

※１



別　紙

月日 出発地 移動手段 経路 到着地 宿泊地 備考

日　程　表

（別添１２－２）



（別添１３）

1 　出張者職名、階級及び氏名

2 　出張期間

※２　　年　　月　　日　（　）から

　　日間

※２　　年　　月　　日　（　）まで

3 　用務実施状況

4 　旅費の精算金額の有無　 有 　 ・ 無

5 　出張計画書との差異及びその理由

（注）　なるべく具体的に記入すること。

　※１　起案する組織、決裁の方法に応じて適宜修正可とする。
　※２　年月日の前に元号を記載する。

出張成果及び所見は別紙のとおり

理　　　　由出張計画書との差異

月　日（曜日） 用務地 用務先
用　　務

（県・市町村名）

出　張　報　告　書

旅行命令権者 副所長 研究幹事 企画部長 総務課長 企画調整課長 部長 室長 研究計画班長

※１



（別添１３－２）

（自由書式）

出張成果及び所見



（別添１４）

￥

　※１　年月日の前に元号を記載する。

担　当

適
用
条
項

備
　
考

契約行為番号 第　　　　号決議年月日 ※１　年　　月　　日　

目の細分

担　当

納 期 等

決議年月日 　　年　　月　　日 支払決議番号 第　　　　号

※１　年　月　日　

契約年月日 ※１　年　月　日　

３係長
　競争的研究費等
　支払担当官 室　長 補　佐 １係長 ２係長

第　　　　　号

検収年月日

※１　年　　月　　日　

※１　年　　月　　日　支払年月日

※１　年　　月　　日　

※１　年　　月　　日　

納入年月日

物品管理簿登記年月日
支
払
態
様

請求年月日

契　　約　　行　　為　　書

相 手 方
住所氏名

※１　　年度 金　　　額項・目

　競争的研究費等
　契約担当官 補　佐 １係長 ２係長 ３係長

備
　
　
考

　１　現　 金 　払
　２　(線引、普通) 小切手
　　　(1)直接払　(2)他店払　(3)銀行振込
　　　(4)郵便局払　(5)居所送金
　３　国庫金振替書

支　　払　　決　　議　　書

契約方式 一般・指名・随契

　会計法第　　条　　　第　　項
　予決令第　　条　第　　項　第　　号

※１　年　　月　　日　

小切手等番号



（別添１５）

月　分　従　事　者　出　勤　簿

講座名：

氏　名：　　　　　　　

日 曜日 業務の内容 従事者 確認者 日 曜日 業務の内容 従事者 確認者

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～ ～

～

月分に係る勤務実績を報告します。
合計 時間

氏名 ※１

　※１　自署で記載のこと。

指揮命令者

20

31

（　　　Ｈ）

本人署名欄

勤務時間

16

27

（　　　Ｈ）

30

29

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

26

（　　　Ｈ）

28

23

22

（　　　Ｈ）

25

24

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

19

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

18

（　　　Ｈ）

21

（　　　Ｈ）

17

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

13

14

15

12

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

3

4

5

7

8

9

10

11

6

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

勤務時間

　上記のとおり相違ない事を確認します。

　※１

1

勤務時間

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

（　　　Ｈ）

2

（　　　Ｈ）



確認者

従事者名

確認者

従事者名

業　　　　務　　　　場　　　　所

業務日誌

平成　　年　　月　　日　　曜日

業務
内容

業務
内容

指
　
示
　
事
　
項

（別添１６）

業　　　　務　　　　場　　　　所

業務日誌

平成　　年　　月　　日　　曜日

指
　
示
　
事
　
項



（別添１７）

※１　年　　月　　日

防　衛　研　究　所　長　　殿

寄付者住所
氏　　　名 　　※２

寄　附　申　込　書

次の物品を寄附いたします。

数　量

　※１　年月日の前に元号を記載する。
　※２　紙による提出の場合は、自署とする。

品　名 備　考


